
Q令和４年に「財政非常事態宣言」を解除したのはなぜ？
令和4年３月当時、借金（市債）の残高減少など

により、都市振興税の終了後も収支が黒字の見
込みとなったこと、そして、貯金（財政調整基金）の
積み増しが可能となったことにより、平成 14年に発
令した「財政非常事態宣言」を解除しました。しかし、
依然として厳しい財政状況が続いていて、令和６年度
は貯金を取り崩さざるを得ない状況となっています。

12.6

18.9
21.6

「
な
ば
り
新
時
代
の
大
改
革
」
宣
言

　

２
０
２
４
年
（
令
和
６
年
）
11
月
、
名
張
市
は
、
人
口
減
少
社
会
を
見
据
え
た
「
新

時
代
の
大
改
革
」
に
取
り
組
む
こ
と
を
宣
言
し
ま
す
。

　

令
和
４
年
に
財
政
非
常
事
態
宣
言
を
解
除
し
ま
し
た
が
、
ベ
ッ
ド
タ
ウ
ン
と
し
て

急
成
長
を
遂
げ
た
名
張
市
は
、
人
口
減
少
が
進
む
中
、
根
本
的
な
財
源
不
足
が
解
消

で
き
て
い
な
い
状
況
に
あ
り
、
社
会
保
障
費
の
増
大
や
、
公
共
施
設
の
更
新
、
過
去

の
債
務
返
済
が
重
く
の
し
か
か
り
、
財
政
再
生
団
体
へ
の
転
落
が
現
実
の
も
の
と
し

て
迫
っ
て
き
て
お
り
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
の
よ
う
な
経
費
の
節
減
や
事
業
の
先
送
り
と
い
っ
た
手
法
で
は
解
消
で

き
ず
、
今
こ
の
時
期
を
逃
す
と
本
市
の
財
政
を
立
て
直
す
こ
と
が
非
常
に
困
難
に
な

る
と
考
え
、「
な
ば
り
新
時
代
の
大
改
革
宣
言
」
を
行
う
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

こ
の
難
局
を
乗
り
越
え
る
た
め
、
本
年
度
新
た
に
策
定
し
た
「
名
張
市
行
財
政
改

革
プ
ラ
ン
」
に
掲
げ
る
財
政
健
全
化
の
取
組
に
よ
り
、
さ
ら
な
る
経
費
の
節
減
や
行

政
の
ス
リ
ム
化
を
継
続
す
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、
新
た
な
財
源
を
確
保
し
つ
つ
、
市

民
サ
ー
ビ
ス
に
影
響
を
及
ぼ
す
事
務
事
業
や
公
共
施
設
の
見
直
し
、
使
用
料
や
手
数

料
の
改
定
な
ど
も
行
わ
ざ
る
を
得
な
い
も
の
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

こ
う
し
た
状
況
に
お
い
て
、
名
張
市
は
、
職
員
一
丸
と
な
っ
て
抜
本
的
・
集
中
的

に
行
財
政
改
革
を
推
進
し
、
人
口
減
少
社
会
に
立
ち
向
か
う
フ
ロ
ン
ト
ラ
ン
ナ
ー
と

し
て
果
敢
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
て
ま
い
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
に
も
、
ま
ず
は
市
民
の
皆
さ
ま
と
行
財
政
を
取
り
巻
く
現
状
や
課
題
を

し
っ
か
り
と
共
有
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
そ
の
上
で
、
市
民
の
皆
さ
ま
の
ご
理
解

の
も
と
、
こ
れ
ま
で
以
上
の
行
財
政
改
革
を
推
し
進
め
、「
な
ば
り
新
時
代
戦
略
」
で

目
指
す
「
変
化
を
起
こ
し
、活
力
あ
ふ
れ
、み
ん
な
で
つ
く
る
大
好
き
な
ま
ち 

な
ば
り
」

の
実
現
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。

　

市
民
の
皆
さ
ま
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
人
口
減
少
と
財
政
危
機
を
乗
り
越
え
、
活
気

と
賑
わ
い
の
あ
る
名
張
の
た
め
に
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

現状の財政運営を続けた場合、11月公
表の中期財政試算では、令和 8年度

に貯金（財政調整基金）が底をつき、令和
9年度に約 30 億円の赤字（累積収支）と
なり「財政健全化団体」に。また、令和
10年度には約 51億円の赤字となり、北海
道夕張市に次ぐ「財政再生団体」へ陥って
しまう可能性があります。財政健全化に向
けて、これまで以上の取組が必要です。

名
張
市
長　

北
川
裕
之

〜
人
口
減
少
社
会
に
立
ち
向
か
う
フ
ロ
ン
ト
ラ
ン
ナ
ー
に
〜
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中期財政計画は、市HP
でご覧いただけます

R6　　R7　  R8　　R9　  R10　R11
0 0

△9

△△3030

△△5151

△△6969

R6 ～ R8 は貯金（財政
調整基金）を取り崩し、
収支不足を調整します

早期健全化基準

財政再生基準

△約 21億円

億円

億円

億円

億円億円

△約 34億円

▶累積収支が「早期健全化基準」を
超えると、自主的かつ計画的な財
政健全化が求められます。

財政状況の見通し

累
積
赤
字

▶累積収支が「財政再生基準」を超えると、国
の管理下で厳しい財政健全化が求められ、大
幅な行政サービスの見直しなど、市民生活に
大きな影響を与えることになります。

一般会計の累積収支見込

人口のピーク

単
年
度
赤
字

2.7 3.6
1.1 1.2 2.3

17.7

H28　H29　H30　 R1  　R2  　R3   　R4　  R5　  R6
（９月現在）

市の貯金残高
※財政調整基金　単位：億円

　

人
口
が
減
少
し
て
い
く
中
、
社
会
保
障
費
の
増
大
や
公
共
施
設
の
更
新

と
い
っ
た
行
財
政
運
営
の
課
題
が
、
一
層
深
刻
化
し
て
い
き
ま
す
。

　

市
民
の
皆
さ
ん
と
、
こ
れ
ら
の
課
題
を
共
有
し
、
共
に
人
口
減
少
社
会

を
乗
り
越
え
て
い
く
た
め
に
、
市
は
11
月
20
日
、「
な
ば
り
新
時
代
の
大

改
革
宣
言
」
を
行
い
ま
し
た
。

　
　
　
　
　

 

い
ま
考
え
て
お
き
た
い
。

　

人
口
減
少
と
行
財
政
運
営

人
口
が
急
増
し
た
名
張
の
課
題

　

全
国
各
地
で
人
口
が
減
少
傾
向

を
た
ど
る
中
、市
税
収
入
の
減
収
、

地
域
社
会
に
お
け
る
担
い
手
不
足

な
ど
、
行
財
政
運
営
に
お
け
る
課

題
が
深
刻
化
し
て
い
ま
す
。特
に
、

ベ
ッ
ド
タ
ウ
ン
と
し
て
人
口
が
急

増
し
た
名
張
市
は
、
高
齢
化
が
急

速
に
進
み
、社
会
保
障
費
が
増
大
。

ま
た
、
昭
和
後
半
期
か
ら
平
成
前

半
期
に
か
け
て
整
備
し
た
公
共
施

設
が
次
々
と
更
新
の
時
期
を
迎
え

て
い
ま
す
。

　

市
の
財
政
は
恒
常
的
な
財
源
不

足
が
続
い
て
お
り
、
11
月
に
公
表

し
た
中
期
財
政
計
画
で
は
、
令
和

８
年
度
以
降
赤
字
決
算
を
見
込

み
、
対
策
を
し
な
け
れ
ば
、
令
和

10
年
度
に
は
北
海
道
夕
張
市
に
次

ぐ
「
財
政
再
生
団
体
」
へ
陥
っ
て

し
ま
う
可
能
性
も
出
て
き
ま
し
た
。

　

こ
う
し
た
行
財
政
運
営
の
現
状

や
課
題
を
市
民
の
皆
さ
ん
と
共
有

さ
せ
て
い
た
だ
く
こ
と
が
大
切
で

あ
り
、
今
こ
の
時
期
を
逃
す
と
本

市
の
財
政
を
立
て
直
す
こ
と
が
困

難
に
な
る
と
考
え
、
市
は
、「
な

ば
り
新
時
代
の
大
改
革
」
を
宣
言

し
ま
し
た
。

　

今
後
、
新
た
に
策
定
し
た
「
行

財
政
改
革
プ
ラ
ン
」
や
「
財
政
危

機
回
避
」
に
よ
る
財
政
健
全
化
に

向
け
た
取
組
を
進
め
、
人
口
減
少

を
見
据
え
た
持
続
可
能
な
行
財
政

運
営
を
目
指
し
て
い
き
ま
す
。

特
集

10 月末に、伊賀南部クリーンセ
ンターで「燃やすごみ」を焼却す
るための周辺機器の一部が老朽化
のために破断。２炉のうち１炉が
稼働できなくなり、処理しきれな
いごみは、市外の処理施設に搬出
する事態となっています。

今後、多くの公共施設で更新や延
命化が必要となっていきます。

 財政経営室（市の財政状況に関すること）  63‐ 7403
　  行政・デジタル改革推進室（行財政改革に関すること）  63‐ 7302

次々迎える施設の更新時期

実績値（国勢調査） 推計値（国立社会保障・人口問題研究所）
1960    1970    1980   　1990 　 2000      2010     2020      2030      2040     2050　（年）

57,26957,269
人人

22,98522,985
人人

50,394 人

生産年齢人口が６0％減少

生産年齢人口が６0％減少

8
83,261 人

～ 14 歳

15-64 歳

65 歳～人口
急増

人口
急増

30,862 人

人口推移と将来推計人口人口推移と将来推計人口

5

( 万人 )



財
政
が
厳
し
い
根
本
的
な
要
因

借金返済や扶助費の増大が負担となり、ゆとりがない

人口急増に対応するため、公共施設を
一気に整備。更新にかかる経費が増大

急増する人口に対応するために、市では公共施設や道路、公園などを短期集中的に整備
してきました。人口が減少に転じる中、昭和後半期から平成前半期に整備した公共施

設などの老朽化、更新期を迎え、維持補修や延命化にかかる経費が増大していきます。

高齢化が急速に進み、扶助費が増大

昭和56年に人口
増加率が全国一

となるなど、人口が
急増した名張市。全
国平均の倍のスピー

ドで高齢化が進み、団塊世代が後期
高齢者となる中、福祉サービスに必
要な扶助費が増大しています。

経常収支比率は、経常的な収入に占める、人件費や
公債費、扶助費といった経常的な経費の割合。類

似団体と比較して高い値となっています（R4決算で全国
1,741 団体中、ワースト 26位）。

扶助費の増大や過去の借金返済が大きな負担となって
いる中、市の財政はゆとりがなくなっていて、市民

ニーズに柔軟に対応したり、急な支出に対応したりする
ことが難しい状況です。

公共施設は、借金で整備。
将来世代が減ると、返済が苦しく

公共施設は、多くの人が長い間利用します。そこで、
「現役世代」と、後に引っ越してくる人や将来納税

の義務を負う若い人たちなど「将来世代」との負担を公
平化するため、長期での借金をして整備します。

しかし、将来世代が減少していくと、計画的な借金
返済が難しくなっていきます。また、自治体の多

くは「都市計画税」を賦課して公共施設整備の財源に充
てますが、名張市は借金のみで対応してきたため、「将
来世代」の負担は他自治体に比べて大きくなっています。

その結果、将来負担比率（収入に対して将来市が負
担する借金などの割合）は、名張市と人口などが

類似する自治体と比較して、非常に高くなっています
（R4決算で全国 1,741 団体中、ワースト 15位）。

※財政調整基金残高の増加に伴い近年は「将来負担比率」が
下がっているものの、今後は上昇する見込み

将来世代

負
担

負
担

公共施設公共施設
（借金で整備）（借金で整備）

将来負担比率

　

急
増
し
た
人
口
が
減
少
に
転
じ
る
中
、
社
会
保
障
費
や
公
共
施
設
更
新
に
必
要
な
経
費
が
増
大
。

過
去
の
借
金
が
市
財
政
を
圧
迫
し
、
新
た
な
支
出
に
対
応
で
き
な
い
状
況
に
陥
っ
て
い
ま
す
。
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Q都市振興税（～R5）はどのように使われてきたの？

標準的な行政サービスを保障し、自治
体間の財政力格差を調整する国の地

方財政措置がありますが、名張市では、こ
れを超える決算額が続いています（特に公
債費・民生費・衛生費）。

平成28年度から令和５年度まで、一
般会計の収支は黒字でしたが、都市

振興税の財源（約 8.5 億円）がなければ、
毎年３～７億円程度の赤字。さらに不足す
る分は、行政改革推進債（赤字債）などの
借金で収支を黒字化してきたのが実情で、
財政調整基金を積み上げてきたものの、根
本的な財源不足が続いている状況です。

国による標準的な財政措置では、立ち行かない状況

▼「小児救急医療センター」の運営　▼「名張版ネウボラ」による
妊娠・出産・育児の切れ目ない支援　▼待機児童の解消　▼子ど
も医療費の助成や第３子以降の保育料の無償化（市単独実施分）　
▼ゆめづくり地域交付金　▼地域福祉教育総合支援ネットワーク
の構築　▼がん対策・生活習慣病予防重点プロジェクト　▼移住・
定住支援や空家対策、地域での雇用創出につなげる事業　など

公共施設の
維持・更新

市立病院の
医療サービス
の充実

名張躍進の
土台づくり

② 元気創造、若者定住、生涯現役の３つのプロジェクト① 行政サービス水準の維持・充実 Q借金残高は減っていく？　これまでの見通しでは、「市立病院建設時などの借金返済
が段階的に減少していく」とし、都市振興税終了後も収支
が黒字となる根拠の一つとしていました。
　令和５年度まで着実に借金（市債）残高を減らしてきた
ものの、11月の中期財政試算では、クリーンセンターの機
器更新や中学校給食施設整備など、今後５年間に投資的事
業が集中するため、再び増加する見込みとなっています。

名張市の
財政状況

「公共施設等総合管
理計画」により、
公共施設などの更
新・統廃合・長寿命化を計画
的に行っていきます。

2.7

△ 6

△ 11

3 2.5 1.9

5.4

12.5

5.4 5.2

△ 6
△ 8

△ 6
△ 8

△ 7

△ 10

△ 3△ 4

4 3

△ 3
△ 4 △ 3△ 3

市の収支状況

H28       H29       H30         R1         R2　       R3　      R4　       R5

実質収支…歳入決算額から歳出決算額を
差引いた額（形式収支）から，翌年度へ
繰り越すべき財源を差し引いた額

（単位：億）

都市振興税歳入を除いた場合の実質収支

都市振興税歳入と赤字債借入額を除いた場合の実質収支 H30　   R1 　  R2    　R3   　R4 　  R5

190.3 191.3 179.7 161.6
144.9 130.5

25.3 25.5 25.1 18 12.7

名張市

類似団体

H30　 　  R1 　 　 R2    　  R3   　   R4    　  R5

91.4
類似団体

91.8

一般会計実質収支　単位：億円

経常収支比率
単位：％

99.7

名張市

100.3 100.1

93.8

99.2 100

91
87.3

92

単位：％

公共建築物の
年度別整備延床面積

1960

2 万㎡

1万㎡

20億円

10億円

扶助費（一般財源）

H15 H20 H25 H30 R5

財政非常
事態宣言

20 年で
3

20 年で
3.4.4 倍倍

※返済額が国から交付される
「臨時財政対策債」を除く

200
億円

150
億円

「臨時財政対策債」を除く

R2  R3  R4  R5  R6  R7　R8  R9 R10 R11

決算額決算額 中期財政計画中期財政計画

市の借金
（市債）残高

現役世代

1970 1980 1990 2000 2010 （年）
（S35）　　　　  （S45）             （S55）              （H2）              （H12）             (H22)



今
後
５
年
間
で
集
中
す
る
行
財
政
課
題

Q行政組織を効率化・スリム化できているの？

少子高齢化に伴う社会保障関連経費の増大

緊急性を伴う公共施設・インフラなどの老朽化対応

扶助費（社会保障費など） 介護保険・後期高齢者
医療特別会計繰出金

R5    76 億円／年

R11   82 億円／年

扶助費▼　+ 6 億円 R5    23 億円／年

R11   28 億円／年
▼　+ 5 億円

ど） 者

年

年

伊賀南部クリーンセンター
機器更新事業（一般会計負担金）

ー
金）

R7～ R11    41 億円

小中学校大規模改良事業
（トイレ・エレベーター設備）

R7～ R11    4 億円

学校施設 長寿命化改良事業

R7～R11    6 億円

業

庁舎設備改修事業

R7～R11    9 億円

公共施設 LED化事業

R7～R11    9 億円

道路整備事業

R7～R11    20 億円円

中学校給食の導入に伴う
施設整備費・運営費　

R9    20 億円

情報システム標準化等移行経費 　準化等移行経費

R7～R11    14 億円
R7～ R11
　3億円

賃金上昇や物価高騰に伴う影響高騰 伴 影響
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「
中
期
財
政
計
画
」
に
は
、
計
画
期
間
中
に
実
施
を

予
定
し
て
い
る
主
な
事
業
を
見
込
ん
で
い
ま
す
。　

　

今
後
５
年
間
で
、
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
の
機
器
更
新

や
中
学
校
給
食
施
設
の
整
備
な
ど
の
投
資
事
業
が
集
中

し
て
い
き
ま
す
。

　持続可能な行財政運営をしていくために、組
織の効率化・スリム化は不可欠です。消防部門・
病院会計を除いた職員数をみると、20 年間で
200 人以上の減。「一般行政職員数」で他自治
体と比較すると、令和 5年 4月現在で人口 1万
人当たり43.31人と、県内最少（平均68.76人）。
これは、人口規模や産業構造が類似する全国 77

市（平均 58.80 人）の中でも 5番目に少ない職
員数となっています。
　なお、平成 28 年度以降については、職員数
削減を目的とした「定員適正化計画」から、年
齢構成などに配慮しながら労働力の維持に努め
る「定員管理方針」に変更し、適正な定員管理
を進めています。

現在は、中学校給食センター
の整備・運営を行う事業者の
選定に向けた取組を実施しています。

国が示すGIGAスクール構想第 2期の
端末更新を進めていく必要があります。

公共施設
の老朽化

急速な
高齢化

子育て
支援

物価高騰
賃金上昇

平成 21年に稼働開始したクリーンセンターの老朽化
が進み、機器更新の緊急性が高まっています。

老朽化した学校施設の長寿命化や、学習環境
などの向上のための改修を行います。

老朽化している市庁舎の空調工事などの更新が
必要となっています。

多目的トイレの整備、校内照明施設の LED化、
中学校のエレベーター整備を行います。

地域から要望のある生活道路の改良のほか、安全性向
上のための路面補修や交通安全施設の整備など

令和 9年までに蛍光ランプの生産が終了するため、
LED照明への段階的な切り替えが必要です。

法律に基づき、地方公共団
体情報システムの統一・標
準化を図る必要があります。

近年の賃金上昇やエネル
ギー・物価高騰は、業務
委託料や光熱水費など、
市のさまざまな事業に大
きな影響を与えます。

／年

／年

導入に伴う

R9～R11   5 億円

に伴う
費　

（整備費）

（3年間の運営費）（3年間の運営費）

※記載の事業費については、予算の編成過程で増減する場合があります。

職員数の推移
（消防部門・病院会計を除く）600 人

500人

400人

人口 1万人当たりの職員数

5959人人 4343人人

類似団体（77市）平均 名張市

※R5.4.1 現在の一般行政職員数

類似団体（77市）で 5番目に少ない

職員数の推移
（消防部門・病院会計を除く）人

人

人

H15 H20 H25 H30 R5

業

明施設の LED化

GIGAスクール構想による
タブレット端末更新経費



持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
を
目
指
す

　
「
こ
の
業
務
は
こ
う
変
え
た
方
が

よ
い
」「
実
行
で
き
る
体
制
づ
く
り

が
急
務
」
―
―
。
11
月
策
定
の
「
行

財
政
改
革
プ
ラ
ン
」
は
、
中
堅
職
員

を
中
心
と
す
る
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
で
４
月
か
ら
議
論
を
積
み
重
ね
、

よ
り
身
近
に
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
担
う

職
員
の
声
を
反
映
し
た
ボ
ト
ム
ア
ッ

プ
型
の
計
画
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
ま
で
、
職
員
給
与
や
内
部
管

理
経
費
の
削
減
を
中
心
に
財
政
健
全

化
に
向
け
た
取
組
を
進
め
て
き
ま
し

た
が
、
根
本
的
な
財
源
不
足
を
解
消

し
、
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
を
目

指
す
た
め
に
は
、
国
が
示
す
標
準
的

な
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
範
囲
内
で
事
業

を
実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。
ふ
る
さ
と
応
援
寄
附
金
な
ど
の

財
源
確
保
策
を
拡
充
し
て
い
く
一
方

で
、
市
が
独
自
に
実
施
し
て
い
る
事

務
事
業
や
補
助
金
の
見
直
し
、
使
用

料
や
手
数
料
の
適
正
化
、
公
共
施
設

の
見
直
し
な
ど
も
行
わ
ざ
る
を
得
な

く
な
っ
て
い
き
ま
す
。

　

人
口
減
少
社
会
に
立
ち
向
か
い
、

将
来
世
代
に
大
き
な
負
担
を
先
送

り
し
な
い
た
め
に
も
、
市
民
の
皆

さ
ん
と
対
話
を
重
ね
な
が
ら
、
抜

本
的
・
集
中
的
な
行
財
政
改
革
を

職
員
一
体
と
な
っ
て
推
し
進
め
て

い
き
ま
す
。

　

11
月
に
策
定
し
た
「
行
財
政
改
革
プ
ラ
ン
」
に
掲
げ
る
財
政
健
全
化
の
取
組
と
「
財
政
危
機

回
避
」
の
取
組
に
よ
り
、
財
政
健
全
化
団
体
に
陥
ら
な
い
程
度
に
ま
で
累
積
赤
字
額
を
削
減
。

財
政
健
全
化
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

■ 集中取組期間　～2027（令和 9）年度
■ 行財政基盤強化期間　～2029（令和 11）年度　　

財
政
健
全
化
に
向
け
て

全職員が財政状況を把握し、一丸となって行財政改革に
取り組んでいくために、11月 15日に説明会を開いた

行財政改革プラン策定に向けて、職員によるワーキング
グループにより具体的な課題の調査・研究などを行った

行財政改革プラ
ンは市HPに掲
載しています

公民パートナーシップにおける
行政の新たな役割

多様な地域社会の継続と発展

　 スリムで変化を
起こす行政組織への変革

　　　　人口減少社会に
　　　　おける持続可能な
　　　　行財政運営基盤の構築

持続可能な公民連携
を推進

地域の担い手不足への
対応やコンパクトシテ
ィ実現への取組を推進

人的資源の最適化、デジタル
活用、市単独事業の見える化など 自主財源確保、公共施設の最適化など

対話 情報
共有

１ ２

３ ４

R6 R7 R8 R10R9 R11

行財政改革プラン「財政健全化」の取
組と「財政危機回避」の取組で、「早期
健全化基準」や「財政再生基準」に陥
らない基準にまで赤字額を圧縮

0 0

△ 5億円

△ 12億円

△ 15億円

△ 21億円
△ 22億円

△ 19億円

△ 1億円
△ 3億円

△ 6億円
△ 4億円

現行の財政
運営を継続
した場合

健
全
化
の
取
組

行革プラン「財政健全化」の取組

総人件費の抑制、不要・不急事業の
休止・廃止、見送りや歳出不執行額
を踏まえた全体経費の圧縮、さらな
る財源確保の検討を進めます。

財政危機回避の取組
目標効果額 48.7 億円
（R7～R11）

目標効果額 24.7 億円（R7～R11）
使用料や手数料などの適正化、ふるさと納税の
拡充、未利用地の積極的な売却など「歳入確保」
の取組と、デジタルや外部人材の活用、他自治
体のサービス水準と比較した市独自事業の見直
しなど、「歳出削減」の取組を一体的に進めます。

　「変化を受け入れ、未来を
共創する」が本プランの理念。
4つの視点（右図）に基づき、
行財政改革を推進します。大
切にしたいのは、職員、市民、
事業者、市に関わる人たちと
の「対話」と「情報共有」です。

名張市行財政改革プラン名張市行財政改革プラン

名張の未来のために！
共創とチャレンジで紡ぐなばりの未来への一歩

計画期間 　2024（令和 6）年度～ 2032（令和 14）年度

４つの視点で
プランを推進

　将来を担う子どもたちのためにも、市民の皆さんとの積極的な対話や透明性
のある情報発信を通じて、人口減少を乗り越えられる行財政運営を目指します。
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人口減少に立ち向かうフロントランナーに

コロナ禍を経て、少子化はさらに加速し続けています。推計では、名張
市の人口は 2050 年には 5万人に減少。高齢化率は、すでに 34％を

超え、2050年には 45％を超える見込みです。

人口減少は、税収の大幅な減少と住民サービスの低下をもたらします。
また、地域の担い手不足が地域コミュニティを弱体化させるなど、地

域社会の根幹が揺るぎかねない危機が目の前に迫っています。

止まらない人口減少、急速な高齢化、それに伴う財源不足―。今後ど
の自治体も直面していきます。これらの課題が表面化してきた名張

市が、敢
かんぜん

然と立ち向かい解決していくことで、スリムで強
きょうじん

靱な行財政基
盤を整え、人口減少社会を乗り切るフロントランナーになっていきます。

子どもたちが、10年先も、その先も、このまちに住み続けたい、
このまちで働き続けたい、このまちで子育てがしたい、このま

ちとつながっていたい、そう思えるまちを未来に残していきたい。
そのために、市民の皆さんと市の現状と課題を共有し、ともに力を
合わせて、次の時代に向けた取組を進め、市民の誰もが誇りと自信
をもって幸せに暮らせるまち、持続可能な名張市の未来を創り上
げていきます。

名張市長　北川 裕之

【単年度収支の見通し】


